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平成３０年度介護報酬改定に伴う請求事務の留意点について 

この資料は、平成３０年１月２６日に開催された第１５８回社会保障審議会

介護給付費分科会における資料等から抜粋したものであり、政省令の公布に

より変更する場合があります。
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地域区分の見直し

※平成３０年度からの地域区分の単価の見直しはない。（介護医療院追加サービスに係るサービス種類の追加のみ）

サービス種類 １級地 ２級地 ３級地 ４級地 ５級地 ６級地 ７級地 その他

・訪問介護

・訪問入浴介護

・訪問看護

・定期巡回・随時対応型訪問介護看護

・夜間対応型訪問介護

・居宅介護支援

・介護予防支援

１１．４０円 １１．１２円 １１．０５円 １０．８４円 １０．７０円 １０．４２円 １０．２１円 １０円

・訪問リハビリテーション

・通所リハビリテーション

・短期入所生活介護

・認知症対応型通所介護

・小規模多機能型居宅介護

・複合型サービス

１１．１０円 １０．８８円 １０．８３円 １０．６６円 １０．５５円 １０．３３円 １０．１７円 １０円

・通所介護

・短期入所療養介護

・特定施設入居者生活介護

・地域密着型通所介護

・認知症対応型共同生活介護

・地域密着型特定施設入居者生活介護

・地域密着型介護老人福祉施設入所者

生活介護

・介護老人福祉施設サービス

・介護老人保健施設サービス

・介護療養型医療施設サービス

・介護医療院サービス

１０．９０円 １０．７２円 １０．６８円 １０．５４円 １０．４５円 １０．２７円 １０．１４円 １０円

・居宅療養管理指導

・福祉用具貸与
１０円

※サービス種類については、介護予防サービスのある居宅サービス及び地域密着型サービスは介護予防サービスを含む。

平成３０年度から平成３２年度までの間の地域区分の適用地域

１級地 ２級地 ３級地 ４級地 ５級地 ６級地 ７級地 その他

上乗せ割合 ２０％ １６％ １５％ １２％ １０％ ６％ ３％ ０％

地域 特別区 町田市（３）

狛江市

多摩市

八王子市

武蔵野市

三鷹市（５）

青梅市（５）

府中市

調布市

小金井市

小平市

日野市

国分寺市

国立市（４）

稲城市

西東京市

立川市

昭島市

東村山市

東大和市

清瀬市（５）

東久留米市

あきる野市

日の出町

福生市

武蔵村山市

羽村市

奥多摩町

瑞穂町

檜原村

大島町

利島村

新島村

神津島村

三宅村

御蔵島村

八丈町

青ヶ島村

小笠原村

（）内の数字は現行の級地を示す
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平成３０年度介護報酬改定による 
平成３０年４月以降サービス提供分請求に当たっての留意事項 

 
 
平成３０年度介護報酬改定により、指定居宅サービス等の基本報酬単価の改定や各種加算の創

設・改廃、加算等要件の変更が行われます。 
これに伴い、新たに所要の届出等が必要な場合が生じることとなります。 
病院・診療所において、平成３０年４月以降、訪問看護、訪問リハビリテーション、通所リハ

ビリテーション、居宅療養管理指導のサービスを提供する場合、以下の加算を算定するに当たっ

ては、事前に届出等を行う必要がありますので御留意願います。 
なお、平成３０年４月分のサービス提供分において、新設又は変更される加算については通常

の届出期限と異なり、届出期限が若干猶予されています。 
以下の届出期限までに所要の届出がなされない場合、平成３０年４月分のサービス提供分の請

求に反映できないこととなりますので、十分に御注意ください。 
 
１ 平成３０年４月以降サービス提供分請求に当たって届出が必要となる新設加算項目

以下の項目に該当する場合には、所要の届出が必要です。

（１）訪問リハビリテーション

「特別地域加算」 
（２）介護予防訪問リハビリテーション

ア 「特別地域加算」 
イ 「リハビリテーションマネジメント加算」 
ウ 「事業所評価加算」 

（３）居宅療養管理指導・介護予防居宅療養管理指導 
「特別地域加算」 

（４）通所リハビリテーション 
「リハビリテーション提供体制加算」 

（５）介護予防通所リハビリテーション 
ア 「リハビリテーションマネジメント加算」 
イ 「生活行為向上リハビリテーション実施加算」 

 

 
 
２ 平成３０年４月以降サービス提供分請求に当たって届出が必要となる追加加算項目

以下の項目に該当する場合には、所要の届出が必要です。

※ 東京都において「特別地域加算」の対象となる地域は以下のとおりです。 
大島町、利島村、新島村、神津島村、三宅島村、御蔵島村、八丈島村、青ヶ島村、檜原村、 
奥多摩町、小笠原村 
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（１）訪問看護

「看護体制強化加算」で新たに追加された「加算Ⅰ」 
※ これまで加算を取得していて、引き続き「加算Ⅱ」を取得していく場合には、特段の手続

きは必要ありません。ただし、要件の見直しを踏まえ、新しい要件を満たしているかの確認

を行ってください。 
（２）訪問リハビリテーション

「リハビリテーションマネジメント加算」で新たに追加された「加算Ⅲ」及び「加算Ⅳ」

※ これまで加算を取得していて、引き続き「加算Ⅰ」又は「加算Ⅱ」を取得していく場合に

は、特段の手続きは必要ありません。ただし、要件の見直しを踏まえ、新しい要件を満たし

ているかの確認を行ってください。 
（３）通所リハビリテーション 

「リハビリテーションマネジメント加算」で新たに追加された「加算Ⅲ」及び「加算Ⅳ」

※ これまで加算を取得していて、引き続き「加算Ⅰ」又は「加算Ⅱ」を取得していく場合に

は、特段の手続きは必要ありません。ただし、要件の見直しを踏まえ、新しい要件を満たし

ているかの確認を行ってください。 
 
３ 届出に必要な書類

以下の書類に所要の記載をしてください。

（１）「介護給付費算定に係る体制等に関する届出書（加算届）」

（２）その他必要な添付書類

 
４ 届出先（提出先）

〒１６３－０７１８ 東京都新宿区西新宿２－７－１ 小田急第一生命ビル１８階

公益財団法人 東京都福祉保健財団 事業者支援部事業者指定室

電話 ０３－３３４４－８５１７（直通）

５ 平成３０年４月サービス提供分請求に当たって届出が必要な場合の提出期限

平成３０年４月２日（月曜日）

 
６ その他

（１）平成３０年度介護報酬改定では、上記以外にも指定居宅サービス等の基本報酬単価の改定

や各種加算の創設・改廃、加算等要件の変更が行われます。介護報酬改定の詳細、新設加算

の内容や取得要件、届出様式などについては、東京都福祉保健局のホームページ「東京都介

護サービス情報」に順次掲載しますので、是非ご参照いただきますようお願いします。

（東京都介護サービス情報・掲載先） 
東京都福祉保健局＞高齢者＞介護保険＞東京都介護サービス情報 
http://www.fukushihoken.metro.tokyo.jp/kourei/hoken/kaigo_lib/index.html 

（２）要件等に変更のない加算について届出が必要な場合には、従来どおり前月の１５日が届出

期限となりますので、もれなく御提出いただきますようお願いします。 

 

平成３０年度介護報酬改定による 
平成３０年４月以降サービス提供分請求に当たっての留意事項 

 
 
平成３０年度介護報酬改定により、指定居宅サービス等の基本報酬単価の改定や各種加算の創

設・改廃、加算等要件の変更が行われます。 
これに伴い、新たに所要の届出等が必要な場合が生じることとなります。 
病院・診療所において、平成３０年４月以降、訪問看護、訪問リハビリテーション、通所リハ

ビリテーション、居宅療養管理指導のサービスを提供する場合、以下の加算を算定するに当たっ
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なお、平成３０年４月分のサービス提供分において、新設又は変更される加算については通常
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以下の届出期限までに所要の届出がなされない場合、平成３０年４月分のサービス提供分の請

求に反映できないこととなりますので、十分に御注意ください。 
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２ 平成３０年４月以降サービス提供分請求に当たって届出が必要となる追加加算項目

以下の項目に該当する場合には、所要の届出が必要です。
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奥多摩町、小笠原村 
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（３）平成３０年４月１日から下表のとおり地域区分が変更になりますので、料金表等の改正を

お願いします。 
区市町村名 現地域区分 新地域区分 

町田市 ３級地 ２級地 

国立市 ４級地 ３級地 

三鷹市、青梅市 ５級地 ３級地 

清瀬市 ５級地 ４級地 

 
（４）介護報酬改定に伴い、居宅療養管理指導（介護予防を含む。）について、他の指定居宅サー

ビスと同様に、通常の事業の実施地域を定めることとされましたので、運営規程の改正をお

願いいたします。 
（５）介護報酬改定に伴い、運営規程及び重要事項説明書（料金表等）の改正が必要になります

が、ご利用者の方への周知等に漏れのないよう、適切な御対応をお願いします。 
（６）看護職員による居宅療養管理指導（介護予防を含む。）については、介護報酬改定に伴い廃

止となります。ただし、既に指定を受けている事業所（みなし指定の事業所を含む。）におい

ては、平成３０年９月３０日まで算定が可能です。 
 
７ 本留意事項に関するお問合せ

東京都福祉保健局高齢社会対策部介護保険課介護事業者担当 
電話 ０３－５３２０－４１７５（直通） 
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（３）平成３０年４月１日から下表のとおり地域区分が変更になりますので、料金表等の改正を
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Ｉ 回線による請求はもうすぐできなくなります！！

介護保険請求については、インターネットによる伝送、または電子媒体による請求が原則と

なっています。

ＩＳＤＮ回線による請求は、平成３０年３月末をもって終了となります。

現在 回線により請求をしている方は、

＜インターネットによる請求での代理人について＞

インターネットによる請求の場合には、代理人が複数事業所の請求をまとめて請求すること

ができます。代理人には１００事業所までまとめることができ、電子証明書の取得は１枚です。

代理人による請求もご一考ください。

○１事業所が単独で介護保険を請求 １３，２００円

○代理人が、１００事業所分の介護保険を請求 １３，２００円

（１事業所当たり１３２円）

（参考例）

・介護保険サービスと総合事業サービスで複数の事業所番号を持っていて、まとめて請求したい場合

・介護保険サービスと障害総合支援サービスをまとめて請求したい場合

・本社でまとめて請求したい場合

・代理人として委任を受けた場合 等

東京都国保連合会で

は「インターネット

回線登録用紙」にて

対応。（本会ホームペ

ージからダウンロー

ド）
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平成 年 月より、介護給付費の請求は

原則、伝送又は電子媒体による請求となります。

※一部例外規定があります。

★ インターネット（伝送）による請求 ★

・インターネットがご利用可能なＰＣがあれば利用できます。

・ＩＳＤＮ回線による請求は平成３０年 月末をもって廃止となります。

★ ＣＤ‐Ｒ等（電子媒体）による請求 ★

平成 年４月以降も書面による請求を行う場合は、事前の届出が必要です。

「介護給付費及び公費負担医療等に関する費用等の請求に関する省令（平成 年厚生省令第

号、最終改正平成 年 月 日）」の附則第二条から第四条までに規定された事業所が、平成

年 月以降も書面による請求を行う場合は、平成 年 月 日までに、免除届出書（※）を該当

の国保連合会に提出する必要があります。

（※）「電子情報処理組織又は磁気テープ等による介護給付費等請求の届出等について（平成

年 月 日厚生労働省老健局介護保険計画課事務連絡）」に規定。

※詳細は本会ホームページをご覧ください。

免除届出書 国保連合会

平成 年 月 日まで
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平成 年 月より、介護給付費の請求は

原則、伝送又は電子媒体による請求となります。

※一部例外規定があります。

★ インターネット（伝送）による請求 ★

・インターネットがご利用可能なＰＣがあれば利用できます。
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「介護給付費及び公費負担医療等に関する費用等の請求に関する省令（平成 年厚生省令第

号、最終改正平成 年 月 日）」の附則第二条から第四条までに規定された事業所が、平成

年 月以降も書面による請求を行う場合は、平成 年 月 日までに、免除届出書（※）を該当

の国保連合会に提出する必要があります。

（※）「電子情報処理組織又は磁気テープ等による介護給付費等請求の届出等について（平成

年 月 日厚生労働省老健局介護保険計画課事務連絡）」に規定。

※詳細は本会ホームページをご覧ください。

免除届出書 国保連合会

平成 年 月 日まで


